
  

 

 

 

 

 

 

 

令和６年度（令和７年３月３１日現在）貸借対照表

（単位：百万円）

科　　　目 金　　額 科　　　目 金　　額

( 資 産 の 部 ) ( 負 債 の 部 )

7,838 10,773

預 貯 金 7,838 支 払 備 金 1,858

10,652 責 任 準 備 金 8,915

国 債 5,926 2,003

社 債 3,808 共 同 保 険 借 21

株 式 301 再 保 険 借 113

そ の 他 の 証 券 616 外 国 再 保 険 借 571

188 未 払 法 人 税 等 93

建 物 38 預 り 金 12

そ の 他 の 有形 固定 資産 149 未 払 金 652

1,621 仮 受 金 470

ソ フ ト ウ ェ ア 1,452 資 産 除 去 債 務 67

そ の 他 の 無形 固定 資産 168 598

1,236 54

未 収 保 険 料 0 120

代 理 店 貸 180 16

共 同 保 険 貸 2 価 格 変 動 準 備 金 16

再 保 険 貸 66 13,566

外 国 再 保 険 貸 11 ( 純 資 産 の 部 )

未 収 金 524 5,000

未 収 収 益 54 3,480

預 託 金 149 利 益 準 備 金 2,390

仮 払 金 246 そ の 他 利 益 剰 余 金 1,090

180 繰 越 利 益 剰 余 金 1,090

183 8,480

△146

△146

8,333

21,900 21,900

純 資 産 の 部 合 計

資 産 の 部 合 計 負 債 及 び 純 資 産 の 部 合計

無 形 固 定 資 産

繰 延 税 金 資 産

評 価 ・ 換 算 差 額 等 合 計

退 職 給 付 引 当 金

役 員 退 職 慰 労 引 当 金

賞 与 引 当 金

そ の 他 資 産

特 別 法 上 の 準 備 金

負 債 の 部 合 計

資 本 金

利 益 剰 余 金

株 主 資 本 合 計

前 払 年 金 費 用

その他有価証券評価差額金

現 金 及 び 預 貯 金 保 険 契 約 準 備 金

有 価 証 券

そ の 他 負 債

有 形 固 定 資 産



（貸借対照表注記） 

1.  有価証券の評価基準及び評価方法は次のとおりであります。 

 (1)  その他有価証券のうち、市場価格のない株式等以外のものの評価は、期末日の市場価格等に基づく

時価法により行っております。なお、評価差額は全部純資産直入法により処理し、また、売却原価

の算定は移動平均法に基づいております。 

 (2)  その他有価証券のうち、市場価格のない株式等の評価は、移動平均法に基づく原価法により行って

おります。 

2.  (1)  有形固定資産（リース資産を除く） 

有形固定資産の減価償却は、定額法により、行っております。 

 (2)  無形固定資産（リース資産を除く） 

自社利用ソフトウェアの減価償却は、社内における利用可能期間（5年）に基づく定額法により、

行っております。 

 (3)  リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る「有形固定資産」及び「無形固定資産」中のリース

資産は、リース期間を耐用年数とした定額法によっております。なお、残存価額については、リー

ス契約上に残価保証があるものは当該残価保証額とし、それ以外のものは零としております。 

3.  外貨建資産等の本邦通貨への換算は、外貨建取引等会計処理基準に準拠しております。 

4.  貸倒引当金は、債権の貸倒れによる損失に備えるため、当社の定める資産の自己査定基準及び償却・引

当処理基準に基づき、次のとおり計上しております。 

破産、特別清算、手形交換所における取引停止処分等、法的・形式的に経営破綻の事実が発生している

債務者に対する債権及び実質的に経営破綻に陥っている債務者に対する債権については、債権額から担

保の処分可能見込額及び保証による回収が可能と認められる額等を控除し、その残額を引き当てており

ます。 

今後経営破綻に陥る可能性が大きいと認められる債務者に対する債権については、債権額から担保の処

分可能見込額及び保証による回収が可能と認められる額を控除し、その残額のうち、債務者の支払能力

を総合的に判断して必要と認められる額を引き当てております。 

上記以外の債権については、過去の一定期間における貸倒実績等から算出した貸倒実績率を債権額に乗

じた額を計上しております。 

また、全ての債権は資産の自己査定基準に基づき、資産所管部署が資産査定を実施し、当該部署から独

立した内部監査部門が査定結果を監査して、その査定結果に基づいて上記の引当を行っております。 

5.  退職給付引当金は、「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第 26号）及び「退職給付に関する会

計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第 25号）の簡便法を適用しております。従業員の退職給付

に備えるため、退職一時金制度については、退職給付にかかわる期末自己都合要支給額による退職給付

債務（598百万円）に基づき、企業年金基金制度部分については、直近の年金財政計算上の責任準備金

による退職給付債務（670百万円）及び年金資産（850百万円）に基づき退職給付引当金及び前払年金

費用を計上しております。 

6.  役員退職慰労引当金は、役員の退職慰労金の支出に備えるため、内部規定による支給見込額を計上して

おります。 

7.  賞与引当金は、従業員の賞与に充てるため、支給見込額を基準に計上しております。 

8.  価格変動準備金は、株式等の価格変動による損失に備えるため、保険業法第 115条の規定に基づき計上

しております。 

9.  保険料、支払備金及び責任準備金等の保険契約に関する会計処理については、保険業法等の法令等の定

めによっております。 



10.  消費税等の会計処理は税込方式によっております。 

11.  重要な会計上の見積り 

 (1)  支払備金の評価 

① 当事業年度の計算書類に計上した金額 1,858百万円 

② 会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報 

（i） 算出方法 

普通支払備金に関しては、支払義務が発生した保険契約について、期末日時点で利用

可能な情報に基づき、損害査定等の方法により将来の支払額を見積り計上しておりま

す。 

IBNR備金に関しては、支払事由が発生したと認められるが、未報告の保険契約につい

て、その最終損害額を主に統計的見積法により算出し、将来の支払額を見積り計上し

ております。 

（ii） 主要な仮定 

普通支払備金は、保険契約の補償内容と損害査定の結果をもとに将来の支払額を見積

り計上しております。損害査定においては、過去の支払実績の傾向や、法改正や過去

の裁判例、経済環境及び社会情勢の変化に伴う医療費用や家財の修繕コスト等、人件

費の変化等が影響を及ぼす可能性も考慮しております。 

IBNR備金は、過去の保険金等の支払傾向に基づき算出した仮定を用いて将来の支払額

を見込んでおります。 

（iii） 翌事業年度の計算書類に与える影響 

各事象の将来における状況変化等により保険金等の支払額や支払備金の計上額が、当

初の見積額から変動する可能性があります。特に、賠償責任保険等の保険種目は、事

故発生から保険金支払までの期間が長期間にわたること等から、不確実性の程度が高

くなります。 

一方、海外旅行保険や家財保険等の保険種目は、保険事由の発生から保険金等の支払

までの期間が比較的短いこと等から、不確実性の程度が低くなります。 

 (2)  繰延税金資産の回収可能性 

① 当事業年度の計算書類に計上した金額 183百万円 

② 会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報 

（i） 算出方法 

当社では、過年度において重要な税務上の欠損金が生じており、最善の見積りに基づ

く業績予測によって、翌事業年度の一時差異等加減算前課税所得に基づき繰延税金資

産の計上額を見積ることとしております。特に当社の主力とする海外旅行傷害保険に

ついて、海外旅行需要の予測による影響を反映した翌事業年度の一時差異等加減算前

課税所得に基づいて、繰延税金資産を計上しております。 

（ii） 主要な仮定 

為替変動や物価変動等が海外旅行需要の予測に少なからず影響を及ぼすものと想定し

ておりますが、翌事業年度以降も引続き海外旅行需要は緩やかに回復していくと見込

んでおります。 

（iii） 翌事業年度の計算書類に与える影響 

繰延税金資産の回収可能性の判断にあたり、上記主要な仮定の状況変化に伴い、将来

の税金負担額を軽減する効果が減少若しくは無くなったと判断された場合には、回収

が見込まれない金額を繰延税金資産の戻入れとして取崩す可能性があります。 



12.  有形固定資産の減価償却累計額は、503百万円であります。 

13.  関係会社に対する金銭債権総額は 40百万円、金銭債務総額は 169百万円であります。 

14.  法人税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の修正は次のとおりであります。 

「所得税法等の一部を改正する法律（令和 7年法律第 13号）」が令和 7年 3月 31日に成立したことに

伴い、令和 8年 4月 1日以後開始する事業年度より、「防衛特別法人税」の課税が行われることとなり

ました。これに伴い、令和 8年 4月 1日に開始する事業年度以降に解消が見込まれる一時差異等に係る

繰延税金資産及び繰延税金負債については、法定実効税率が 28.0％から 28.9％に変更となります。翌

事業年度の一時差異等加減算前課税所得に基づいて、繰延税金資産を計上しているため、この税率変更

による当事業年度の当期純利益に与える影響はありません。 

繰延税金資産の総額は 3,629百万円であります。発生の主な原因は、税務上の繰越欠損金 1,688百万円、 

異常危険準備金 1,255百万円であります。しかしながら、将来の課税所得の見込等により、繰延税金資

産のうち、3,388百万円を控除（評価性引当額）しております。 

繰延税金負債の総額は 57百万円であります。発生の主な原因は、前払年金費用 52百万円であります。 

15.  貸借対照表に計上した動産のほか、事務機器の一部についてはリース契約により使用しております。 

16.  (1)  支払備金の内訳は次のとおりであります。 

  支払備金（出再支払備金控除前、（ロ）に掲げる保険を除く） 2,052百万円 

  同上にかかる出再支払備金 194百万円 

  差引（イ） 1,858百万円 

  地震保険及び自動車損害賠償責任保険にかかる支払備金（ロ） - 百万円 

  計（イ＋ロ） 

 

1,858百万円 

 (2)  責任準備金の内訳は次のとおりであります。 

  普通責任準備金（出再責任準備金控除前） 4,170百万円 

  同上にかかる出再責任準備金 299百万円 

  差引（イ） 3,870百万円 

  その他の責任準備金（ロ） 5,044百万円 

  計（イ＋ロ） 8,915百万円 

17.  1株当たりの純資産額は、83,338円 92銭であります。 

算定上の基礎である純資産は、8,333百万円であり、その全額が普通株主に係るものであります。また、

普通株式の当事業年度末株式数は、100千株であります。 

18.  当事業年度の末日後に、翌事業年度以降の財産又は損益に重要な影響を及ぼす事象は生じておりませ

ん。 

19.  金額は記載単位未満を切り捨てて表示しております。 

（金融商品関係） 

1.  金融商品の状況に関する事項 

 (1)  金融商品に対する取組方針 

当社は、損害保険事業を行っており、利用者保護の観点から、保険契約者に対し如何なる時にも確

実に保険金をお支払できる体制を維持することが最も重要であると考えております。この社会的使

命を継続的に実現するため、資産運用を行うにあたっては、安全性、流動性の確保を最も重視し、

その上で、収益性の向上を目指した効率的な資産ポートフォリオを構築することを、金融商品に対

する取組方針としております。 

 



 

 

(2)  金融商品の内容及びそのリスク 

当社が保有している主な金融商品は有価証券であり、その内訳は、円貨建債券、投資信託、国内株

式であります。当社はこれらの有価証券を純投資目的及び事業推進目的で保有し、すべて、その他

有価証券に区分しているため、売買目的有価証券、満期保有目的の債券はありません。これらの有

価証券は、信用リスク、市場(金利、為替、価格変動)リスク、流動性リスクといったリスクに晒さ

れております。 

 (3)  金融商品に係るリスク管理体制 

当社は、資産運用方針及び資産運用リスク管理方針に基づき策定された、資産運用規定及び資産運

用リスク管理規定に従い、資産運用及び資産運用に係るリスクを管理しております。資産運用及び

資産運用リスク管理の状況については、取締役会、経営会議、ERM委員会、資産運用リスク管理委

員会等において、定期的に審議や報告が行われております。また、これらの管理の状況については、

資産運用リスク管理委員会、監査部及び業務部が検証しております。 

  ① 信用リスクの管理 

当社では、経営企画部において、有価証券発行体の信用情報や時価の把握を定期的に行ってお

ります。加えて、同一の投資先・グループに投資が集中しないよう、同一先・グループの債券

の保有額に一定の制限枠を設けております。また、内部信用格付け BBB－以下の債券の保有額

に一定の制限枠を設ける等、信用力の低い投資先への与信を限定し、リスクの軽減を図ってお

ります。 

② 市場リスクの管理 

（i）  金利リスクの管理 

当社では、経営企画部において、円貨建債券、外貨建債券等について、一定の金利変動

に対する BPV(ベーシス・ポイント・バリュー)、デュレーション及び VaR（バリュー・

アット・リスク）、ストレス・テスト等を定期的に算出、あるいは実施しております。 

（ii） 為替リスクの管理 

当社では、経営企画部において、外貨建債券等について、一定の為替変動に対する BPV

及び VaR、ストレス・テスト等を定期的に算出、あるいは実施しております。加えて、

外貨建債券の保有額に一定の制限枠を設ける等、リスクの軽減を図っております。 

（iii） 価格変動リスクの管理 

当社では、経営企画部において、国内株式等について、TOPIX等指数の一定の価格変動

に対する BPV及び VaR、ストレス・テスト等を定期的に算出、あるいは実施しておりま

す。加えて、株式資産の保有額に一定の制限枠を設ける等、リスクの軽減を図っており

ます。 

③ 資金調達に係る流動性リスクの管理 

当社は、経営企画部において全社の資金管理を行い、金融機関と当座借越契約を締結しており

ます。また、市場流動性の高い有価証券を一定額以上保有するなどによって、流動性リスクの

管理を行っております。 

2.  金融商品の時価等に関する事項 

 当事業年度末における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。 

なお、市場価格のない株式等は、次表に含まれておりません（（注 1）参照）。 

また、現金は注記を省略しており、預金は短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似することから、

注記を省略しております。 

 

 



 

  貸借対照表計上額 

(百万円) 

時価 

(百万円) 

差額 

(百万円) 

(1) 有価証券    

  その他有価証券 10,340 10,340 － 

資産計 10,340 10,340 － 
 

 (注 1) 市場価格のない株式等は、次のとおりであり、「(1) 有価証券」には含めておりません。 

 区分 
貸借対照表計上額 

(百万円) 

非上場株式 301 

一般社団法人への出捐金 10 
 

 (注 2) 金銭債権及び満期のある有価証券の決算日後の償還予定額 

  
１年以内 

(百万円) 

１年超 

５年以内 

(百万円) 

５年超 

10年以内 

(百万円) 

10年超 

(百万円) 

その他有価証券のうち満期があるもの     

 国債 2,000 4,000 － － 

 社債 － 3,900 － － 

 その他 － 386 219 － 

合計 2,000 8,286 219 － 
 

3.  金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項 

 金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレ

ベルに分類しております。 

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当

該時価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価 

レベル２の時価：観察可能な時価に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の算定

に係るインプットを用いて算定した時価 

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価 

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれ

ぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。 

 (1)  時価をもって貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債 

  
区分 

時価（百万円） 

レベル 1 レベル 2 レベル 3 合計 

有価証券     

 その他有価証券     

  国債 － 5,926 － 5,926 

  社債 － 3,808 － 3,808 

  その他 － 606 － 606 

資産計 － 10,340 － 10,340 
 

 （注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明 

有価証券 

有価証券については、公表された相場価格を用いていたとしても市場が活発でない場合には

レベル２の時価に分類しております。国債、社債及びその他がこれに含まれます。 

 



（有価証券関係） 

1.  その他有価証券 

  

種類 

貸借対照表 

計上額 

（百万円） 

取得原価 

又は償却原価 

（百万円） 

 

差額 

（百万円） 

貸借対照表計上額が取得原価 

又は償却原価を超えるもの 

 

－ 

 

－ 

 

－ 

 

－ 

貸借対照表計上額が取得原価 

又は償却原価を超えないもの 

公社債 9,734 9,861 △126 

その他 606 626 △20 

小計 10,340 10,487 △146 

合計 10,340 10,487 △146 
 

 （注）市場価格のない株式等は、上表に含まれておりません。 

2.  当事業年度中に売却したその他有価証券 

  

 

 

 

 

種類 
売却額 

（百万円） 

売却益の 

合計額 

（百万円） 

売却損の 

合計額 

（百万円） 

株式 68 14 0 

合計 68 14 0 

（注）上記に記載のないものは、該当がないか、重要性が乏しいため記載しておりません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


